[image: image1.bmp][image: image2.bmp][image: image3.bmp][image: image4.jpg]d

J

:I-yl-



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　















参考資料１





提言「学校・家庭・地域をつなぎ、教育コミュニティづくりをさらに進めるために」の具現化に向けて　平成２４年度の取組みの方向性





H　２　４　年　度　の　取　組　み





取組みの中での意見








H　2　3　年　度　の　取　組　み





めざす


地域社会





具体的方策例（新規・拡大実施分）





府行政のめざすこと





教　育　コ　ミ　ュ　ニ　テ　ィ　づ　く　り　を　進　め　る　事　業





　　 地域の身近な場で子どもから大人までが気軽に集い、日常的なつながりをつくり、困った時に


声をかけあえる関係ができている社会





・学校・家庭・地域の連携・協働についての必要性の説明が必要である。


・市町村により温度差がある。市町村の事情や状況を府が把握することが必要である。








 


 


平成２３年度の取組みをもとに現状の


課題整理と今後の方向性を検討











　























　











・効果的なモデル事業の実施


・社会教育施設、学校教育、他部局


NPO等との連携を促進するような


働きかけ


・つなぎ役となる人材養成研修の充実














　・府内の好事例を収集し整理したコツ・ヒントの効果的な情報発信の工夫








◆教育コミュニティづくり推進事業　


　「学校支援地域本部」「おおさか元気広場」「家庭教育支援」の活動を各地域の課題やニーズに応じて展開することで教育コミュニティづくりの一層の推進を図る


　　　　＊関連事業


◇学校支援地域本部の小学校の活動拠点整備事業（地域力再生支援事業の一部）　　


　　








調査の実施による現状把握と取組みの


方向性の提示


〇教育コミュニティづくりに関する


調査(新)


　　　　


　　　





１


〇大阪府　社会教育関係者交流会の


拡大・充実


　


〇大阪府社会教育委員連絡協議会理事会の充実、大阪府社会教育振興協議会との連携強化

















２


○国事業等を活用したモデル事業と


なる取組みの実施


・共に生きる地域の“絆”プロジェクト（新）


　（公民館等での障がい児の居場所づくり）





〇大阪府社会教育委員連絡協議会主催


研修の充実





○教育コミュニティづくり市町村新任


担当者研修の実施（新）





３


〇実践事例集等の充実と情報発信


〇ボランティアやコーディネーター


向けのメールマガジンの発行（新）





取組みの検証と今後の方針の検討











提言における府への提案を具現化するための主な取組みと内容





〇大阪府社会教育関係者交流会


（「社会教育を通じて、協働できること」をテーマとしたワールドカフェ等）


〇教育コミュニティづくりに係る市町村担当者会議


（学校教育・社会教育両課の担当者、家庭教育の担当者の出席による会議）


〇家庭教育支援交流会


（「活動状況をもとに交流する」をテーマとする班別学習等）


〇子ども読書活動推進についての会議（子ども読書活動推進に関する協議）


〇市町村社会教育主管部課長会議


（連携・ネットワークづくりをテーマとしたワークショップ等）


〇大阪府社会教育委員連絡協議会（大社連）・大阪府社会教育振興協議会


（提言を具現化するための課題についてのグループワーク等）














・地域や活動分野をこえた関係者が


集まる場や機会の設定





・地域や活動分野をこえ府内の社会


教育関係者のつながりを深める工夫








１　ネットワークづくり 　      ２　活動のきっかけづくり        ３情報提供











・活動につながっていないが、ボランティアをやってみたい人はたくさんいる


・他市町村の社会教育委員どうしの交流の機会が少ない。


・ボランティアはお互いに交流できる場を求めている。


・団体とのつながりをつくることが大事で、つながりをつくることで活動が継続していくし、人材の育成にもつながる。


・地域の横の連携や団体間の連携が弱い。


・市町村内での部局間の連携が希薄(社会教育主管課と学校教育・福祉・市民協働・国際部局など)である。


・社会教育主管課と市民団体や企業との連携が課題である。


・多様な活動分野をコーディネートすることが重要である。








　　








１　新たなつながりの創出





２　活動のきっかけづくりの充実





〇教育コミュニティづくりに係るコーディネーター研修


　 （事例報告や振り返りシートを活用したワークショップ等）


〇家庭教育支援スキルアップ研修


　 （実践者のスキルアップと、家庭教育支援に参画する地域人材の拡大を目的とした班別学習等）


〇教育コミュニティづくり実践交流会（「今後の活動の深まりを考える」をテーマとした実践報告、意見交流と実演ブースの展示等）


〇大社連市町村社会教育委員研究会議・３ブロック別研修


　  （提言の共通理解を目的とした講演、他地域の活動状況の紹介を通して交流や活動のきっかけとするためのワークショップなど）





３さらなる情報の発信と提供の充実





◆ＨＰでの情報発信


〇HPの実践事例集として情報発信(12事例)


 　　　 好事例の収集・分析、コツ・ヒントの整理


〇教育コミュニティづくりについての情報発信





・他地域の参考事例を知りたい。


・他の実践事例を聞くことができる場があれば、活動のきっかけになり、ネットワークができる。




















